平成２９年度日進市要保護児童対策地域協議会代表者会議議事録要旨
１．日時　  　平成３０年２月５日（月）
開会　午後２時００分
閉会　午後３時３０分
２．場所    　日進市役所４階第１会議室
３．出席委員　前田清　　　（愛知県中央児童・障害者センターセンター長）
土山典子　　（瀬戸保健所）
　小林　　　　（愛知警察署代理）
大角敏夫　　（民生委員・児童委員）
村瀬千恵　　（主任児童委員）
寺井陽一　　（市内児童養護施設代表）
増井澄満子　（日進私立幼稚園協会代表）
川北稔　　　（日進市子どもの権利擁護委員代表）
磯畑秀隆　　（人権擁護委員代表）
川本賀津三　（健康福祉部長・福祉事務所長代理）
西村幸三　　（教育部長）
萩野敬明　　（こども福祉部長）　　　　　　　　　　　１２名　
４．欠席委員　土岐由香理　（市内医療機関）　　　　　　　　　　　　１名
５．事務局　　子育て支援課　伊東幸仁　（次長）
蟹江砂織　（家庭相談係）
森本美保子（家庭相談員）
６．傍聴可否　可　　傍聴 有 　１名
７．議題等
　　（１）平成２８年度及び平成２９年度要保護児童対策地域協議会事業状況報告等
について
　　（２）愛知県中央児童・障害者相談センター虐待対応状況等について
　　（３）愛知警察署管内の児童虐待対応状況等について
　　（４）意見交換等
８．配布資料
　　資料１：　平成２９年度日進市要保護児童対策地域協議会代表者会議委員名簿
　　資料２：　日進市要保護児童対策地域協議会設置要綱
　　資料３：　平成２８年度、２９年度要保護児童地域協議会事業実施状況
　　資料４：　愛知県中央児童・障害者相談センター虐待対応状況等について
　　　　　＊　平成２９年度子どもの人権　SOSミニレター
９．会議の要旨
1 あいさつ（部長）
2 自己紹介（各委員・事務局）
③　議題
（１）平成２８年度及び平成２９年度要保護児童対策地域協議会事業状況報告等について
（事務局）
資料３説明
１・平成２８年度・平成２９年度要保護児童対策地域協議会事業実施状況
２・虐待通告受付件数
３・要保護児童対策地域協議会事業月別件数
４・家庭児童相談室における相談又は指導数　

＜質疑応答＞
委員　
　　家庭児童相談室における相談又は指導数において、平成２８年度末DVや福祉の実数が平成２８年１２月までの件数より少なくなっているのはなぜか。
回答　事務局
　　平成２８年１２月までの件数は、同じ人が電話相談と面接相談を利用した際それぞれ１件としてカウントをしていたが、平成２８年度末の統計を再度、電話相談、面接相談が同じ人であった場合は分けずにカウントを取り直したため。
委員
　　家庭児童相談室における相談又は指導数において、平成２８年、平成２９年１２月までを比較するとDVの件数が減少しているがどのような要因があるのか。

回答　事務局
　　平成２８年は同じ人のDV相談が複数回あったことと、要保護児童や家族関係などの別の項目で件数を上げたため。
委員
　　要保護児童対策地域協議会事業実施状況ケース検討会議において、平成２８年、平成２９年の２年とも７月はケース検討が０件であり、８月は２ケ年とも１５件あるがその理由は。
回答　事務局
　　子ども達が長期休暇に入る７月には終結の検討はせず、支援の変更、関与等の見直しも含め、翌月の８月に来月（９月）所属先へ確認を取ってから終結するかどうかを検討するため。
（２）愛知県中央児童・障害者相談センター虐待対応状況等について
委員
　資料４説明
    ・児童虐待の現状
＜質疑応答＞
委員
　　一時保護は、どのような対応をしているのか。
回答　委員
　　一例を挙げると身体的虐待で一時保護をした場合には、親指導をおこなう。プログラムを使って体罰に頼らない子どもへの接し方等学んでいただく。子どもの意見を確認し自宅へ帰りたくないということであればすぐに自宅へ戻すことはしない。２～３週間位保護をする。極端な分離はおこなわない。各市の要保護児童対策地域協議会にあげてもらい、子どもの所属とも直接連携を取りながら、少なくとも１～２ケ月は関わって行く。自宅に戻っても、家庭訪問や親子で児童相談所に来所してもらい継続して面接をすることもある。
委員
　　母子等がDV等で避難して来るときの対応は、どのようにしているのか。
回答　委員
　　DV等母子での避難は、女性相談センターが一時保護の対応をする。子どもが乳児であれば母子同伴での保護になるが、ある程度大きな子どもは親子別々での一時保護となり、子どものみ児童相談所が一時保護の対応をすることもある。母子寮に入所するケースは少ない。入所したとしても母子寮の生活が今の社会生活よりも厳しく、また２～３ケ月で元に戻ってしまうケースも少なくはない。県内に一定数の母子寮はある。
回答　事務局
　　行政が措置をおこなっている母子等生活支援施設の他に、民間がおこなっている自立
ホームもある。自立ホームは、衣食住が整っているが自己負担金が発生する。
委員
　　市町村への虐待送致基準はどのようなものか。
回答　委員
　　親が子どもへの虐待を認めた場合。

親が市町村の指導を受けることを了承した場合。

子どもに所属がある場合。所属がない場合でも警察で安全確認がされている場合。
痣や怪我がない場合。

初回の虐待通告である場合。

（３）愛知署管内の児童虐待対応状況等について
委員
　・管内の虐待件数等状況報告
＜質疑応答＞
委員
　　夜中の夫婦喧嘩、親子喧嘩が増えて身柄付通告が増えている。１０年ほど前までは身柄付通告、イコール重大な虐待であった。身柄付通告であれば、児童相談所が引き受けにいかなくてはいけないが、警察署が保護先まで送致してくれる件数が増えた。
回答　委員
　　可能な限り警察で対応をする。
委員
　　警察署がパトロール等を日々行っていても数多くの夫婦喧嘩を拾うことはできない。当事者、自らが１１０番通報をする。一昔前までは夫婦喧嘩は恥ずかしいという意識がはたらいていたが、おまわりさんに仲裁に入って欲しい、注意して欲しいという意識の変化から心理的虐待（面前DV）の増加になっている。また、離婚訴訟を有利に運ぶために通報をしてくる場合もある。
委員
　　精神疾患である親が、子どもに対して虐待を起こしてしまうケースはあるか。
回答　委員　
　　統計をとっている訳ではないが、管内では子どもへの思い入れが強く親のイメージを子どもに押し付け、虐待に発展してしまうケースが多く見られる。このような環境で育てられた子どもは、それなりに要領が悪い。親が精神疾患である子どもは往々にして発達障害である傾向があり、育てにくい子どもである。家族の様々な問題に地域の関係者が色々な観点で実用的に幅広く関わり、支えていくことが重要である。
委員
　　虐待通告等の状況を報告する統計等の表で、虐待者に精神疾患があるかないかの項目を入れたのならかなりの確率で該当してくると思う。病気だという意識のない方の対応に苦慮している。皆さんの知恵、協力が必要である。
（４）その他　質問　意見交換
　　平成３０年度要保護児童対策地域協議会代表者会議の案内等。
議長　閉会宣言
　　これをもちまして、閉会します。本日の会議での意見等をそれぞれの立場で活用いただき、これを機に一層の連携を図っていきたいと思っておりますのでよろしくお願いいたします。
　　
